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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第77期

第１四半期
連結累計期間

第78期
第１四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

自　2023年10月１日
至　2023年12月31日

自　2022年10月１日
至　2023年９月30日

売上高 (千円) 2,670,809 2,782,629 13,727,527

経常利益 (千円) 131,631 190,772 1,574,156

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 76,947 255,742 1,126,156

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 75,020 241,952 1,128,800

純資産 (千円) 8,187,700 9,242,922 9,243,329

総資産 (千円) 17,222,055 17,847,126 17,286,085

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 4.72 15.67 69.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 47.5 51.8 53.5
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 
(1) 経営成績

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、各国の金融引き締めによる景気下振れリスクの拡大、ロシアに

よるウクライナ侵攻の長期化等、依然として不透明な状況が継続しました。また、為替については、期末にかけて

日銀の政策見直しや米国利下げ等の観測が高まり、円安基調の一部修正が見られました。

しかしながら、社会のデジタル化や脱炭素化を背景に電気自動車向け部品やバッテリー等の投資が堅調に推移し

たことにより、需要が継続いたしました。

このような環境下、当社グループの売上高はテスト＆ソリューションサービス及びメジャリングシステムの売上

高が伸長した事により、前年同期を111百万円上回る2,782百万円となりました。利益面では、部材の高騰や円安基

調の一部修正が見られたことにより、利益が圧迫される一方で、増収による影響に加えて既存製品のブラッシュ

アップ、製造原価の低減等を継続的に推進し収益力の強化に努めた結果、営業利益が245百万円（前年同期比65百万

円増）、経常利益が190百万円（前年同期比59百万円増）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益が255百万円

（前年同期比178百万円増）となりました。

 

　品目別の営業の概況は次のとおりであります。

（振動シミュレーションシステム）

振動試験機市場におきましては、欧州及び米国における電気自動車向け大型案件に恵まれたことに加え、国内市

場におきましても、電気自動車関連や航空宇宙産業向けの設備投資需要が堅調に推移したことにより、受注高は増

加しましたが、売上高においては、検収時期が第２四半期連結会計期間以降に集中していることにより前年と同水

準となりました。サービス部門におきましては、アンプ更新や保守点検・修理サービスともに堅調に推移し、前年

同期を上回りました。

以上の結果、この品目の売上高は1,875百万円（前年同期比３百万円増）となりました。

 
（テスト＆ソリューションサービス）

当第１四半期連結累計期間におきましては、車載用バッテリーを中心に電気自動車関連や鉄道関連及び発電所関

連の振動試験が堅調に推移しました。これらに加えて、EMC試験も伸長し、前年同期を上回る結果となりました。

以上の結果、この品目の売上高は640百万円（前年同期比12百万円増）となりました。

 
（メジャリングシステム）

当第１四半期連結累計期間におきましては、電子部品や半導体の部品確保及び生産対応の改善により、振動計や

監視装置の売上高が伸長し、前年同期を上回りました。

以上の結果、この品目の売上高は266百万円（前年同期比95百万円増）となりました。
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(2) 財政状態

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末と比べ561百万円増加し、17,847百万円となりま

した。流動資産は、営業債権が792百万円減少しましたが、現預金が436百万円、棚卸資産が803百万円増加したこと

から前連結会計年度末と比べ499百万円増加し、12,297百万円となりました。固定資産は、繰延税金資産が増加した

ことにより前連結会計年度末と比べ61百万円増加し、5,549百万円となりました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比べ561百万円増加し、8,604百万円となりま

した。流動負債は、短期借入金が490百万円、契約負債が556百万円増加したことから前連結会計年度末と比べ702百

万円増加し、7,865百万円となりました。固定負債は、長期借入金が138百万円減少したことから前連結会計年度末

と比べ140百万円減少し、738百万円となりました。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、利益剰余金が60百万円増加しましたが、自己株式の取得によ

り、前連結会計年度末と同水準の9,242百万円となりました。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末と比べ

1.7ポイント減少し51.8％となりました。

 

(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

資本の財源及び資金の流動性について、当社グループの主な運転資金需要は製品製造の為の原材料購入のほか、

製造費用、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、設備投資等によるもの

であります。当社グループは、事業の運営に必要な資金の調達について、調達手段の多様化を図ることで、低コス

トかつ安定的に資金を確保するよう努めております。また、グループ各社における余剰資金の一元管理を図り、資

金効率の向上と金融費用の削減を目的として、国内外でキャッシュ・マネジメントを実施しております。

 
(4) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。

 
(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 
(6) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は162百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 67,820,000

計 67,820,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2024年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,957,016 16,957,016
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 16,957,016 16,957,016 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年12月31日 ─ 16,957,016 ─ 464,817 ─ 557,563
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2023年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式数)
普通株式 659,700
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

162,909 ―
16,290,900

単元未満株式
普通株式

― 一単元(100株)未満の株式
6,416

発行済株式総数 16,957,016 ― ―

総株主の議決権 ― 162,909 ―
 

(注)「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式26株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ＩＭＶ株式会社

大阪市西淀川区竹島二丁目６番10号 659,700 ― 659,700 3.89

計 ― 659,700 ― 659,700 3.89
 

(注) １　上記株式数には、単元未満株式26株を含めておりません。

２　当社は2023年11月21日開催の取締役会において、2023年12月１日から2024年９月30日までを取得期間とした

自己株式の取得を決議しております。これに伴い、当第１四半期会計期間末日までに88,100株を取得いたし

ました。当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は単元未満株式を含めて、747,827株となっておりま

す。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2023年10月１日から2023年

12月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年10月１日から2023年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,175,711 2,611,866

  受取手形及び売掛金 4,409,292 ※1  3,396,740

  電子記録債権 826,093 ※1  1,046,284

  製品 803,363 1,249,420

  仕掛品 2,222,451 2,603,826

  原材料 924,262 900,229

  その他 438,870 491,586

  貸倒引当金 △2,451 △2,421

  流動資産合計 11,797,593 12,297,532

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,108,025 2,069,759

   土地 1,935,656 1,935,656

   その他（純額） 749,727 741,458

   有形固定資産合計 4,793,410 4,746,875

  無形固定資産   

   ソフトウエア 105,876 114,561

   その他 4,277 4,249

   無形固定資産合計 110,154 118,810

  投資その他の資産 584,927 683,907

  固定資産合計 5,488,492 5,549,594

 資産合計 17,286,085 17,847,126

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,193,420 ※1  1,333,846

  電子記録債務 1,058,771 ※1  1,011,093

  短期借入金 ※2  2,060,000 ※2  2,550,000

  1年内返済予定の長期借入金 629,900 629,900

  未払金 470,309 249,584

  未払費用 669,430 560,264

  未払法人税等 217,994 57,517

  未払消費税等 25,304 1,402

  契約負債 643,887 1,200,759

  製品保証引当金 59,000 63,000

  株式報酬引当金 16,192 25,049

  その他 118,904 183,046

  流動負債合計 7,163,115 7,865,464

 固定負債   

  長期借入金 570,807 432,185

  長期未払金 175,529 175,529

  資産除去債務 51,319 51,324

  その他 81,984 79,700

  固定負債合計 879,640 738,740

 負債合計 8,042,756 8,604,204
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 464,817 464,817

  資本剰余金 537,372 537,372

  利益剰余金 8,392,241 8,452,416

  自己株式 △142,948 △189,740

  株主資本合計 9,251,483 9,264,866

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 26,542 27,508

  為替換算調整勘定 △34,696 △49,452

  その他の包括利益累計額合計 △8,153 △21,943

 純資産合計 9,243,329 9,242,922

負債純資産合計 17,286,085 17,847,126
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
　至 2022年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年10月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 2,670,809 2,782,629

売上原価 1,735,193 1,709,893

売上総利益 935,616 1,072,736

販売費及び一般管理費 755,425 827,031

営業利益 180,190 245,704

営業外収益   

 受取利息 1,118 1,130

 受取配当金 1,557 1,405

 受取賃貸料 2,038 2,038

 セミナー収入 6,081 6,254

 雑収入 2,094 5,927

 貸倒引当金戻入額 ― 721

 営業外収益合計 12,889 17,478

営業外費用   

 支払利息 4,297 1,765

 為替差損 49,309 67,570

 セミナー費用 3,635 2,627

 雑損失 4,206 213

 その他 ― 233

 営業外費用合計 61,448 72,411

経常利益 131,631 190,772

特別損失   

 固定資産除却損 0 ―

 特別損失合計 0 ―

税金等調整前四半期純利益 131,631 190,772

法人税、住民税及び事業税 △5,462 3,629

法人税等調整額 60,146 △68,600

法人税等合計 54,683 △64,970

四半期純利益 76,947 255,742

親会社株主に帰属する四半期純利益 76,947 255,742
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
　至 2022年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年10月１日
　至 2023年12月31日)

四半期純利益 76,947 255,742

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,116 965

 為替換算調整勘定 △4,043 △14,756

 その他の包括利益合計 △1,926 △13,790

四半期包括利益 75,020 241,952

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 75,020 241,952
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 期末日満期手形等の会計処理については、実際の手形交換日、もしくは決済日に処理しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(2023年９月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

受取手形 13,774千円 24,149千円

電子記録債権 24,004千円 19,116千円

支払手形 19,768千円 28,765千円

電子記録債務 208,677千円 174,172千円
 

 

※２　コミットメントライン契約

当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行とコミットメントライン契約を締結し

ております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
（2023年９月30日）

当第１四半期連結会計期間
（2023年12月31日）

コミットメントライン総額 1,300,000千円 1,300,000千円

借入実行残高 ―  ―  
差引額 1,300,000  1,300,000  

 

 

　　　財務制限条項

コミットメントライン総額の1,300,000千円は2022年３月に当社が契約を締結しており、この契約には次の財務

制限条項が付されております。　

①　各事業年度の末日における単体の貸借対照表において、純資産の部の合計額を、前事業年度の末日における

純資産の部の合計額の70％以上に維持すること。

②　各事業年度の末日における単体の損益計算書において、営業損益の金額を２期連続マイナスとしないこと。

 
(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
至 2022年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年10月１日
至 2023年12月31日)

減価償却費 124,529千円 123,633千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2022年10月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年12月23日　
定時株主総会

普通株式  162,935 10.00 2022年９月30日 2022年12月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 2023年10月１日 至 2023年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年12月22日　
定時株主総会

普通株式 195,567 12.00 2023年９月30日 2023年12月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社及び連結子会社の事業は振動に関するシミュレーションシステムの製造・販売及び振動試験の受託並びにメ

ジャリングシステムの製造・販売であり、その事業全てが振動に関する単一事業であるため、セグメント情報は記

載しておりません。
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(収益認識関係)

当社グループの主たる地域別、収益認識の時期による収益分解情報と主たる製品及びサービスとの関連は次のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2022年12月31日）

　　　　　　　（単位：千円）

 
振動シミュレー

ションシステム

テスト&ソリュー

ションサービス

メジャリングシス

テム
計

地域別     

　日本 752,860 590,701 146,362 1,489,923

　アジア 323,137 36,884 22,328 382,350

　欧州 713,415 ― 2,339 715,754

　その他地域 82,316 ― 464 82,781

合計 1,871,729 627,586 171,493 2,670,809

収益認識の時期     

　一時点で移転される財 1,795,453 627,586 171,493 2,594,533

　一定期間にわたり移転されるサービス 76,276 ― ― 76,276

合計 1,871,729 627,586 171,493 2,670,809
 

(注)　地域別売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 
 
当第１四半期連結累計期間（自　2023年10月１日　至　2023年12月31日）

　　　　　　　（単位：千円）

 
振動シミュレー

ションシステム

テスト&ソリュー

ションサービス

メジャリングシス

テム
計

地域別     

　日本 558,246 607,996 231,903 1,398,146

　アジア 274,283 32,485 33,394 340,163

　欧州 772,951 ― 518 773,469

　その他地域 269,909 ― 939 270,849

合計 1,875,391 640,481 266,756 2,782,629

収益認識の時期     

　一時点で移転される財 1,823,273 640,481 266,756 2,730,511

　一定期間にわたり移転されるサービス 52,118 ― ― 52,118

合計 1,875,391 640,481 266,756 2,782,629
 

(注)　地域別売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
至 2022年12月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年10月１日
至 2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益 ４円72銭 15円67銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 76,947 255,742

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利
益(千円)

76,947 255,742

    普通株式の期中平均株式数(株) 16,293,531 16,318,813
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2024年２月８日

ＩＭＶ株式会社

 取締役会 御中
 

有限責任監査法人　トーマツ

大阪事務所
 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 奥　　村　　孝　　司  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 濵　　中　　　　　愛  

 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＩＭＶ株式会社の

2023年10月1日から2024年9月30日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2023年10月1日から2023年12月31日ま

で）及び第1四半期連結累計期間（2023年10月1日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＩＭＶ株式会社及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な

点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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